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平成15年3月期    個別中間財務諸表の概要                     平成14年11月　7日

　　上 場 会 社 名        アルプス電気株式会社   　                　　      上場取引所（所属部） 東・大・名（市場第１部）
　　コ ー ド 番 号        ６７７０                            　                　　      本社所在都道府県 　  東京都
（ＵＲＬ　http://www.alps.co.jp/zaimu/index.htm）
代　　表　  者   役職名　代表取締役社長        　　氏名　片 岡 政 隆

問合せ先責任者   役職名　経理グループマネージャー  氏名　宮 崎 信 明    ＴＥＬ  (03) 3726 - 1211

中間決算取締役会開催日     平成14年11月  7日                                          中間配当制度の有無■有□無

中間配当支払開始日          平成14年12月10日                                        単元株制度採用の有無■有(1単元1,000株)□無

    １．14年９月中間期の業績（平成14年4月1日～平成14年9月30日）

(1) 経営成績                                                  　    （注）個別中間財務諸表の概要上、百万円未満は切捨て表示。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

           百万円  　  　％              百万円  　  　％              百万円  　  　％
14年9月中間期         154,427 （　12.8 )           　 6,129 （     -   )              4,889   (     -   )
13年9月中間期         136,931 （△16.9 )           △ 3,183 （     -   )           △ 2,802   (     -   )

14年3月期         277,193           △ 3,669           △ 1,165

中間（当期）純利益 1株当たり中間(当期)純利益

           百万円  　  　％ 　                円　     銭
14年9月中間期           2,148  （   -   )             　 11      89
13年9月中間期        △ 4,115  （   -   )           △   22      77
14年3月期        △13,880           △   76      81
（注）①期中平均株式数    14年9月中間期  180,691,169株      13年9月中間期　180,727,015株      14年3月期 　180,721,696株

　　　②会計処理の方法の変更 □有 ■無

　　　③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

 (2) 配当状況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

         　　　円  銭          　　　円  銭

14年9月中間期             6  00        

13年9月中間期             0  00        

14年3月期                    5  00

 (3) 財政状態

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

             百万円             百万円 　            ％           円  　　銭
14年9月中間期       268,045       109,915          41.0        608    38
13年9月中間期       273,183       118,501          43.4        655    69
14年3月期       268,668       109,056          40.6        603    49
（注）①期末発行済株式数 14 年 9 月中間期 180,670,164 株  13 年 9 月中間期 180,727,015 株  14 年 3 月期 180,710,152 株

      ②期末自己株式数   14 年 9 月中間期      56,851 株  13 年 9 月中間期         751 株  14 年 3 月期      16,863 株
   

２．15年3月期の業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日）

　１株当たり年間配当金

期    末

            百万円            百万円            百万円       円　銭      円　銭
　 通　　期      304,000      11,000       5,000      6  00    12  00
（参考）　１株当たり予想当期純利益(通期)　   27 円 67 銭

　（注）①予想営業利益 (通期)　　     13,000百万円

　　　　②業績予想の前提となる予想為替レート(下期)  1米ドル＝115円　　　1ユーロ＝115円

　　　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々 な要因によって

　　予想数値と異なる結果となる可能性があります。

売 上 高 当 期 純 利 益経 常 利 益



 １－(1)中 間 貸 借 対 照 表 

(単位：百万円)

期  14年9月中間期 14年3月期 13年9月中間期

 科  目 (14年9月30日現在) (14年3月31日現在) (13年9月30日現在)

  (  資  産  の  部  ) ％ ％ ％

 Ⅰ 流  動  資  産  (　 134,272) 50.1  (　 132,621) 49.4  (　 1,651)  (　 123,861) 45.3 

1 現 金 及 び 預 金   　 16,899    　 18,425    △ 1,526    　 9,110  

2 受 取 手 形 ※3   　 5,223    　 8,901    △ 3,678    　 1,459  

3 売 掛 金 ※3   　 60,907    　 52,675    　 8,232    　 54,234  

4 有 価 証 券   　 －    　 －    　  －    　 100  

5 自 己 株 式   　 －    　 －    　  －    　 0  

6 製 品   　 7,565    　 6,622    　 943    　 7,966  

7 原 材 料 1,577  1,841    △ 264  2,604  

8 仕 掛 品   　 12,769    　 13,594    △ 825    　 16,056  

9 貯 蔵 品   　 2,266    　 1,525    　 741    　 2,616  

10 前 渡 金 0  0    　 0  0  

11 前 払 費 用 484  127    　 357  281  

12 関係会社短期貸付金   　 12,021    　 13,413    △ 1,392    　 16,194  

13 未 収 金 ※7   　 5,403    　 6,537    △ 1,134    　 4,464  

14 繰 延 税 金 資 産   　 4,282    　 4,084    　 198    　 3,642  

15 金 銭 の 信 託 4,168  4,168    　  －    　 4,168  

16 そ の 他   　 718    　 855    △ 137    　 1,104  

貸 倒 引 当 金   △ 16    △ 152    　 136    △ 142  

 Ⅱ 固  定  資  産  (　 133,773) 49.9  (　 136,047) 50.6  (△ 2,274)  (　 149,321) 54.7 

  (1)有 形 固 定 資 産 ※1  (　 60,873) 22.7  (　 59,571) 22.2  (　 1,302)  (　 64,189) 23.5 

1 建 物   　 18,797    　 18,809    △ 12    　 20,785  

2 構 築 物   　 684    　 719    △ 35    　 794  

3 機 械 及 び 装 置   　 20,994    　 19,463    　 1,531    　 21,455  

4 車 両 運 搬 具   　 43    　 50    △ 7    　 62  

5 工 具 器 具 備 品   　 2,633    　 2,764    △ 131    　 3,064  

6 金 型   　 1,803    　 1,838    △ 35    　 2,125  

7 土 地   　 15,023    　 15,023    　  －    　 15,023  

8 建 設 仮 勘 定   　 892    　 902    △ 10    　 878  

  (2)無 形 固 定 資 産  (　 4,544) 1.7  (　 4,801) 1.8  (△ 257)  (　 4,504) 1.6 

1 ソ フ ト ウ エ ア   　 3,903    　 4,094    △ 191    　 4,155  

2 そ の 他   　 641    　 707    △ 66    　 348  

  (3)投資その他の資産  (　 68,355) 25.5  (　 71,674) 26.6  (△ 3,319)  (　 80,627) 29.6 

1 投 資 有 価 証 券   　 1,487    　 1,794    △ 307    　 1,882  

2 関 係 会 社 株 式 ※2   　 44,541    　 44,550    △ 9    　 54,252  

3 出 資 金 296  303    △ 7  408  

4 関 係 会 社 出 資 金   　 10,765    　 11,035    △ 270    　 10,705  

5 関係会社長期未収金   　 14,501    　 14,498    　 3    　 14,517  

6 関係会社長期貸付金   　 1,823    　 1,823    　  －    　 6,064  

7 従 業 員 長 期 貸 付 金   　 238    　 261    △ 23    　 271  

8 更 生 債 権 450  452    △ 2  734  

9 長 期 前 払 費 用 695  860    △ 165  760  

10 差 入 保 証 金 391  398    △ 7  232  

11 繰 延 税 金 資 産   　 8,511    　 11,063    △ 2,552    　 11,174  

12 そ の 他   　 789    　 764    　 25    　 762  

貸 倒 引 当 金   △ 16,136    △ 16,131    △ 5    △ 21,141  

資  産  の  部  合  計   　 268,045  100.0   　 268,668  100.0   △ 623    　 273,183  100.0 

対前期増減
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(単位：百万円)

期  14年9月中間期 14年3月期 13年9月中間期

 科  目 (14年9月30日現在) (14年3月31日現在) (13年9月30日現在)

  ( 負  債  の  部 ) ％ ％ ％

Ⅰ  流  動  負  債  (　 103,594) 38.6  (　 83,340) 31.0  (　 20,254)  (　 106,771) 39.1 

1 支 払 手 形   　 3,536    　 3,044    　 492    　 3,569  

2 買 掛 金   　 30,985    　 27,915    　 3,070    　 28,416  

3 短 期 借 入 金   　 16,915    　 17,915    △ 1,000    　 16,715  

4
一 年 以 内 返 済 の

長 期 借 入 金
※2 17,735  18,028    △ 293  2,288  

5
一 年 以 内 償 還 の

社 債
20,000  －    　 20,000  －  

6
一 年 以 内 償 還 の

転 換 社 債
－  －    　 －    　 41,938  

7 未 払 金   　 3,016    　 6,687    △ 3,671    　 2,921  

8 未 払 費 用   　 6,055    　 5,338    　 717    　 5,642  

9 未 払 法 人 税 等   　 63    　 45    　 18    　 126  

10 前 受 金 106  161    △ 55  111  

11 預 り 金 1,539  1,063    　 476  1,328  

12 賞 与 引 当 金   　 3,196    　 2,807    　 389    　 3,591  

13 そ の 他   　 443    　 331    　 112    　 122  

Ⅱ  固  定  負  債  (　 54,535) 20.3  (　 76,271) 28.4  ( △ 21,736)  (　 47,910) 17.5 

1 社 債   　 10,000    　 30,000    △ 20,000    　 20,000  

2 長 期 借 入 金   　 38,146    　 38,504    △ 358    　 20,882  

3 退 職 給 付 引 当 金   　 5,715    　 6,387    △ 672    　 5,765  

4 役員退職慰労引当金   　 672    　 1,379    △ 707  1,262  

 負 債 の 部 合 計   　 158,129  59.0   　 159,612  59.4   △ 1,483    　 154,682  56.6 

 （ 資  本  の  部 ） ％ ％ ％

Ⅰ  資    本    金  (　 － ) －   (　 22,913) 8.5  ( △ 22,913)  (　 22,913) 8.4 

Ⅱ  資 本 準 備 金  (　 － ) －   (　 44,876) 16.7  ( △ 44,876)  (　 44,876) 16.4 

Ⅲ  利 益 準 備 金  (　 － ) －   (　 4,858) 1.8  ( △ 4,858)  (　 4,858) 1.8 

Ⅳ  そ の 他 の 剰 余 金  (　 － ) －   (　 35,852) 13.4  ( △ 35,852)  (　 45,618) 16.7 

  (1) 任 意 積 立 金 －     　 48,331    △ 48,331    　 48,331  

1 配 当 平 均 積 立 金 －     　 1,000    △ 1,000    　 1,000  

2 研 究 開 発 積 立 金 －     　 1,400    △ 1,400    　 1,400  

3 特 別 償 却 準 備 金 －     　 1,831    △ 1,831    　 1,831  

4 別 途 積 立 金 －     　 44,100    △ 44,100    　 44,100  

－     △ 12,478    　 12,478    △ 2,713  

Ⅴ その他有価証券評価差額金  (　 － ) －   (　 573) 0.2  ( △ 573)  (　 235) 0.1 

Ⅵ 自 己 株 式  (　 － ) －   (△ 16) △ 0.0  (　 16)  (　 － ) 

 資 本 の 部 合 計 －   －    　 109,056  40.6   △ 109,056    　 118,501  43.4 

Ⅰ  資    本    金  (　 22,913) 8.5  (　 － ) －   (　 22,913)  (　 － ) －  

Ⅱ  資 本 剰 余 金  (　 44,876) 16.7  (　 － ) －   (　 44,876)  (　 － ) －  

1 資 本 準 備 金 44,876  －     　 44,876  －   

Ⅲ  利 益 剰 余 金  (　 41,955) 15.7  (　 － ) －   (　 41,955)  (　 － ) －  

 (1) 利 益 準 備 金 4,858  －     　 4,858  －   

 (2) 任 意 積 立 金   　 33,403  －     　 33,403  －   

1 研 究 開 発 積 立 金   　 1,400  －     　 1,400  －   

2 特 別 償 却 準 備 金   　 1,503  －     　 1,503  －   

3 別 途 積 立 金   　 30,500  －     　 30,500  －   

 (3)中 間 未 処 分 利 益   　 3,694  －     　 3,694  －   

Ⅳ その他有価証券評価差額金  (　 248) 0.1  (　 － ) －   (　 248)  (　 － ) －  

Ⅴ 自 己 株 式  (△ 77) △ 0.0  (　 － ) －   (△ 77)  (　 － ) －  

 資 本 の 部 合 計   　 109,915  41.0 －   －    　 109,915  －   －  

  負債の部・資本の部合計   　 268,045  100.0   　 268,668  100.0   △ 623    　 273,183  100.0 

対前期増減

  (2) 中間(当期)未処理損失(△)
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(単位：百万円)

期 

 科  目

％ ％ ％ 

Ⅰ 売 上 高   　 154,427  100.0   　 136,931  100.0   　 17,496    　 277,193  100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 ※1   　 134,034  86.8   　 125,875  91.9   　 8,159    　 252,614  91.1 

20,392  13.2 11,055  8.1   　 9,337  24,578  8.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   　 14,263  9.2   　 14,239  10.4   　 24    　 28,247  10.2 

  　 6,129  4.0   △ 3,183  △2.3   　 9,312    △ 3,669  △1.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益

1 受 取 利 息   　 124    　 119    　 5    　 224  

2 有 価 証 券 利 息   　 －    　 6    △ 6    　 9  

3 受 取 配 当 金   　 1,392    　 1,420    △ 28    　 2,297  

4 受 取 賃 貸 料   　 388    　 －    　 388  831  

5 為 替 差 益 －    　 －    　 －    　 831  

6 雑 収 入   　 664    　 1,362    △ 698    　 1,920  

計   　 2,570  1.7 2,908  2.1   △ 338    　 6,114  2.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息   　 453    　 352    　 101    　 686  

2 社 債 利 息   　 263    　 629    △ 366    　 1,271  

3 為 替 差 損   　 2,664    　 1,140    　 1,524    　 －  

4 雑 支 出 429  405    　 24  1,652  

計   　 3,810  2.5   　 2,527  1.8   　 1,283    　 3,610  1.3 

  　 4,889  3.2   △ 2,802  △2.0   　 7,691    △ 1,165  △0.4 

Ⅵ 特  別  利  益

1 前 期 損 益 修 正 益※3   　 234    　 －    　 234    　 －  

2 固 定 資 産 売 却 益   　 19    　 5    　 14    　 11  

3 投資有価証券売却益 48  －    　 48    　 222  

4 投資有価証券償還益   　 －    　 76    △ 76    　 76  

5 契 約 解 除 違 約 金   　 68    　 －    　 68    　 －  

6 貸 倒 引 当 金 戻 入 額   　 130    　 254    △ 124    　 4,956  

7 そ の 他   　 9    　 481    △ 472    　 481  

計   　 511  0.3   　 818  0.6   △ 307    　 5,748  2.1 

Ⅶ 特  別  損  失   　   　   　   　

1 前 期 損 益 修 正 損 －  －  －    　 117  

2 た な 卸 資 産 除 却 損   　 143    　 －    　 143  －  

3 固定資産売却除却損 161  219    △ 58  963  

4 投資有価証券評価損 69  25    　 44  106  

5 関係会社株式評価損   　 －    　 2,820    △ 2,820    　 12,522  

6 た な 卸 資 産 評 価 損 －  －  －  358  

7 役 員 退 職 慰 労 金※4 216  －    　 216  －  

8 事 業 構 造 改 善 費 用 －  419    △ 419  5,883  

9 そ の 他   　 179    　 74    　 105    　 220  

計   　 771  0.5   　 3,559  2.6   △ 2,788    　 20,171  7.3 

  　 4,628  3.0   △ 5,543  △4.0   　 10,171    △ 15,588  △5.6 

法人税､住民税及び事業税   　 60  0.0   　 54  0.0   　 6    　 107  0.0 

過年度法人税等戻入額   　 －  0.0   △ 494  △0.4   　 494    △ 494  △0.2 

法 人 税 等 追 徴 税 額   　 －  0.0   　 143  0.1   △ 143    　 143  0.1 

法 人 税 等 調 整 額   　 2,419  1.6   △ 1,131  △0.8   　 3,550    △ 1,463  △0.5 

  　 2,148  1.4   △ 4,115  △3.0   　 6,263    △ 13,880  △5.0 

前 期 繰 越 利 益   　 1,545    　 1,402    　 143    　 1,402  

  　 3,694    △ 2,713    　 6,407    △ 12,478  
中間未処分利益又は
中間（当期）未処理損失(△)

中間純利益又は
中間（当期）純損失(△)

税引前中間純利益又は
税引前中間（当期）純損失(△)

 １－(2)中 間 損 益 計 算 書 

14年3月期
(13年4月1日～14年3月31日)

経常利益又は経常損失(△)

※1､2

売 上 総 利 益

営業利益又は営業損失(△)

対前中間期増減
14年9月中間期 13年9月中間期

(14年4月1日～14年9月30日) (13年4月1日～13年9月30日)
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「重要な会計方針」

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

   ①子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法

   ②その他有価証券

        ・時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

        ・時価のないもの 移動平均法による原価法

(2)デリバティブ 時価法

(3)運用目的の金銭の信託 時価法

(4)たな卸資産

   ①製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法

   ②貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産   定率法を採用しています。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　建        物 ３～５０年

　機械及び装置 ５～１０年

　工具器具備品 ２～１５年

(2)無形固定資産 　定額法を採用しています。ただし、ｿﾌﾄｳｪｱ(自社利用)については、社内における

利用可能期間(5年)に基づく定額法、ｿﾌﾄｳｪｱ(市場販売目的)については、見込販売

数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間に基づく均等償却額とのいずれか大き

い金額を計上する方法を採用しています。

(3)長期前払費用 　定額法を採用しています。

３.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しています。

(2)賞与引当金 　従業員の賞与金の支払いに備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しています。

(3)退職給付引当金 　従業員の退職給付の支払いに備えて、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しています。

　過去勤務債務については、その発生時より１年で費用処理しています。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数(１５年)

による定額法により、翌期から費用処理しています。

(4)役員退職慰労引当金 　役員退職慰労金の支払いに備えて、役員退職慰労金規定に基づく中間期末要支給額を

計上しています。

４．外貨建の資産及び負債の 　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

　　本邦通貨への換算基準 損益として処理しています。

５.リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６.その他中間財務諸表作成の

   ための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しています。
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「追加情報」

(自己株式及び法定準備金取崩等会計) 　当中間期から「企業会計基準第１号　自己株式及び法定準備金の取崩等に関す

る会計基準」（平成14年2月21日　企業会計基準委員会）を適用しています。

　なお、この変更に伴う当中間期の損益に与える影響はありません。

(中間貸借対照表) 　中間財務諸表等規則の改正により当中間期から「資本準備金」は「資本剰余金」

の内訳として、「利益準備金」「任意積立金」及び「中間未処分利益」は「利益

剰余金」の内訳として表示しています。

　また、前中間期まで流動資産に掲記していました「自己株式」は、資本に対す

る控除項目として資本の部の末尾に表示しています。

「注記事項」

(中間貸借対照表関係)

※１．有形固定資産の減価償却累計額 124,896 百万円

※２．担保提供資産
有価証券担保　　 関係会社株式 1,045 百万円

上記に対する債務 一年以内返済の長期借入金 1,720 百万円

※３．売掛債権流動化に伴う遡及義務 11,369 百万円　　
　４．保証債務 3,299 百万円

　５．保証予約 － 百万円

　６．経営指導念書 1,035 百万円

※７．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未収金に含めて表示しています。

(中間損益計算書関係)

※１．一般管理費及び当中間期製造費用に 3,336 百万円

　　　含まれる研究開発費

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な 給与手当及び賞与金 2,150 百万円

　　　費目及び金額 賞与引当金繰入額 873 　〃

退職給付引当金繰入額 203 　〃

役員退職慰労引当金繰入額 45 　〃

減価償却費 550 　〃

開発研究費 2,491 　〃

支払手数料 2,103 　〃

運賃荷造費 1,327 　〃

雑費 1,268 　〃

※３．前期損益修正益 234 百万円

税務否認による請求受入益です。

※４．役員退職慰労金 216 百万円

退任取締役及び退任監査役への功労加算金です。

　５．減価償却実施額 有形固定資産 5,535 百万円

無形固定資産 602 百万円
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  （有価証券関係）

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
(単位：百万円)

中 間
貸借対照表
計上額

時　価
中 間
貸借対照表
計上額

時　価 差　額
貸借対照表
計上額

差　額

16,892 42,057 16,892 37,004 20,111 16,892 28,254

188 994 188 631 443 188 2,431

17,080 43,051 17,080 37,636 20,555 17,080 30,686

  （リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め リース物件の所有権が借主に移転すると認め リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 られるもの以外のファイナンス・リース取引 られるもの以外のファイナンス・リース取引

《借主側》 《借主側》 《借主側》

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却

　 累計額相当額及び中間期末残高相当額  　 累計額相当額及び中間期末残高相当額  　 累計額相当額及び期末残高相当額  

(単位：百万円) (単位：百万円) (単位：百万円)

取得価格
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

取得価格
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

取得価格
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

201 134 66 320 196 123 240 152 88

4 2 1 8 3 5 8 4 4

1,817 539 1,277 1,055 636 419 845 537 307

2 2 0 3 2 1 3 2 0

2,025 679 1,345 1,387 838 548 1,097 697 400

2.未経過リース料中間期末残高相当額 2.未経過リース料中間期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

１年内 461 百万円 １年内 255 百万円 １年内 187 百万円

１年超 884 　〃 １年超 293 　〃 １年超 213 　〃

合  計 1,345 　〃 合  計 548 　〃 合  計 400 　〃

3.当中間期の支払リース料等 3.当中間期の支払リース料等 3.当期の支払リース料等

  ①支払リース料 264 百万円   ①支払リース料 160 百万円   ①支払リース料 300 百万円

  ②減価償却費相当額 264 　〃   ②減価償却費相当額 160 　〃   ②減価償却費相当額 300 　〃

4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

　とする定額法によっています。 　とする定額法によっています。 　とする定額法によっています。

（注）取得価格相当額及び未経過リース料中 （注）取得価格相当額及び未経過リース料中 （注）取得価格相当額及び未経過リース料期

      間期末残高相当額は、未経過リース料       間期末残高相当額は、未経過リース料       末残高相当額は、未経過リース料期末

      期末残高が固定資産の中間期末残高等       期末残高が固定資産の中間期末残高等       残高が固定資産の期末残高等に占める

      に占める割合が低いため、支払利子込       に占める割合が低いため、支払利子込       割合が低いため、支払利子込み法によ

　　　み法により算定しています。 　　　み法により算定しています。 　　　り算定しています。

ソフトウェア

合 計

2,619

45,147

47,767

工具器具備品

 １３年９月中間期（13年4月1日～13年9月30日）

車 両 運 搬 具

ソフトウェア

合 計

ソフトウェア

合 計

車 両 運 搬 具

工具器具備品

機械及び装置

車 両 運 搬 具

工具器具備品

 １４年９月中間期（14年4月1日～14年9月30日）

計

 １4年３月期（13年4月1日～14年3月31日）

機械及び装置

25,970

機械及び装置

種　　類

子会社株式

関連会社株式

１４年９月中間期
(14年9月30日現在)

25,164

805

１３年９月中間期
(13年9月30日現在)

１４年３月期
(14年3月31日現在)

差　額 時　価
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（部門別販売実績）

部門別販売実績は、次のとおりです。

（単位：百万円)

期 14年9月中間期 13年9月中間期 14年3月期

  部   門 売 上 高 構成比率 売 上 高 構成比率 増減額 増減率 売 上 高 構成比率
％ ％ ％ ％

36,376 23.5 33,824 24.7 2,552 7.5 64,509 23.2 

(22,360) (61.5) (20,527) (60.7) (1,833) (8.9) (38,624) (59.9)

37,372 24.2 16,926 12.4 20,446 120.8 47,314 17.1 

(32,939) (88.1) (15,600) (92.2) (17,339) (111.1) (43,337) (91.6)

20,328 13.2 24,013 17.5 3,685  △   15.3   △  46,874 16.9 

(13,689) (67.3) (13,779) (57.4) 90) ( △    (△ 0.7) (26,195) (55.9)

34,859 22.6 39,434 28.8 4,575  △   11.6   △  70,342 25.4 

(16,609) (47.6) (16,367) (41.5) (242) (1.5) (31,056) (44.1)

25,490 16.5 22,732 16.6 2,758 12.1 48,152 17.4 

(21,187) (83.1) (18,459) (81.2) (2,728) (14.8) (39,530) (82.1)

154,427 100.0 136,931 100.0 17,496 12.8 277,193 100.0 

(106,784) (69.1) (84,733) (61.9) (22,051) (26.0) (178,744) (64.5)

 (注) １.構成比率欄（ ）内の数字は、各部門の売上高に占める輸出高の比率を表示しています。

      ２.13年9月中間期及び14年3月期の部門別販売実績は、当中間期からの事業再編にともない機構部品をコンポーネント事業、磁気

 　　　　応用部品を磁気デバイス事業、通信・放送機器用部品を情報通信事業、情報機器用部品をペリフェラル事業、車載電装用部品

　　　　 を車載電装事業にそれぞれ読替えて表示しています。

　　  ３.13年9月中間期及び14年3月期の部門別販売実績は、当中間期からの事業間の製品組替えに合わせユニットバラエティ製品と

       　リモコン製品をコンポーネント事業からペリフェラル事業へ組替えて表示しています。

（内・輸出高)

（内・輸出高)

（輸出高合計)

合 計

車 載 電 装 事 業

（内・輸出高)

ペリフェラル事業

（内・輸出高)

情 報 通 信 事 業

(13年4月1日～14年3月31日)(14年4月1日～14年9月30日) (13年4月1日～13年9月30日)
対前中間期増減

コンポーネント事業

磁気デバイス事業

（内・輸出高)
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